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２０２２年（令和４年）３月１７日 

内閣総理大臣 殿 

                        大阪弁護士会 

                         会 長  田 中   宏 

勧 告 書 

 

 申立人別紙目録記載のＡ氏外１８名（以下、「申立人ら」という。）より、当会に

対し、人権侵害の事実があったとして、適切な救済処置を求める旨の申立がありま

した。 

 当会人権擁護委員会において慎重に審査した結果、人権侵害があると認めました

ので、以下のとおり勧告します。 

 

第１ 勧告の趣旨 

申立人らは、１９４９年（昭和２４年）８月から１９５０年（昭和２５年）

１０月にかけて、共産党員あるいはその同調者であることを理由に勤務先から

解雇・退職勧告等の措置を受けたが、これは、思想・信条を理由とする差別的

取扱いであるとともに、申立人らの思想・良心の自由、結社の自由を侵害する

重大な人権侵害である。 

このような人権侵害は、連合国最高司令官総司令部（ＧＨＱ）の指示や意向

を受けて、国が主導した政策に基づくものであり、国に対し、申立人らについ

て可及的速やかに名誉回復や補償を含めた適切な措置を講ずるよう勧告する。 

 

第２ 勧告の理由 

１ 認定した事実（前提事実） 

⑴ 申立人ら 

申立人らは、いわゆるレッド・パージによって、申立人別紙目録記載の時
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期に、同目録記載の勤務先において、同目録記載の解雇・退職勧告等の措置

を受けた者である。 

⑵ レッド・パージとは 

  一般に、レッド・パージとは、戦後占領下の日本において、連合国最高

司令官総司令部（ＧＨＱ）の指示や意向を受けて１９５０年以降に行われ

た、共産党員及びその同調者の公職や企業からの追放と理解されている。 

 すなわち、１９５０年５月３日に連合国最高司令官マッカーサーが、日本

共産党に対し、破壊的活動を行う政党として公然と非難し、断固たる措置

をとる等との声明を発し、同年６月以降共産党中央委員の公職追放、機関

紙「アカハタ」の発行停止等を吉田首相宛書簡で次々と指令し、日本政府

もこれを推進して、公務所や民間企業から大量の共産党員、同調者等が追

放された過程が、その中心をなすものであり、共産党員ないしその同調者

であるがゆえの追放であったことが史実としても明瞭である。 

 しかし、今日の研究においては、それより以前の１９４９年に、行政整

理・企業整備といわれる行政機関・民間企業の大規模な人員整理の中で、

レッド・パージはすでに開始されていたと見るのが一般である。 

⑶ 日弁連等による勧告（レッド・パージの人権救済申立て） 

日本弁護士連合会（日弁連）は、レッド・パージによる解雇等についての

人権救済申立てを受けて、２００８年１０月２４日と２０１０年８月３１日

の二度にわたり、国（内閣総理大臣）等に対して名誉回復や補償などを行う

よう勧告している。その後、各地の弁護士会においても同趣旨の勧告が発出

されている。 

  ⑷ レッド・パージに至る歴史的経過（概要） 

ア １９４５年８月１４日、日本はポツダム宣言を受諾し、同年９月２日、降

伏文書に調印した。 

同年１０月１０日、治安維持法下で拘束されていた日本共産党の幹部ら政
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治犯約３０００人が釈放され、同党の社会的・政治的活動が公然と開始さ

れ、同年１２月には日本共産党第４回大会（再建大会）が開催された。 

イ １９４６年１１月３日に日本国憲法が公布された。 

ウ 敗戦後の食糧不足と激しいインフレの中、労働組合の結成が急速に進み、

日本共産党が指導力・影響力を拡大していった。 

    これに対し、政府もＧＨＱも対決姿勢を明確にし、１９４７年２月１日

のゼネストに対して、マッカーサーは１月３１日に中止指令を発し、その

後、１９４８年７月３１日、芦田首相宛のマッカーサー書簡に基づき、公

務員の団体交渉権・争議権を否定した政令２０１号が公布・施行された。 

エ アメリカの対共産主義政策が明確化され、東西冷戦体制が強固に形成さ

れていく中、１９４８年１月に、アメリカのロイヤル陸軍長官が「日本を

自立化させ、極東における全体主義的脅威（共産主義）に対する防壁とす

る」旨を述べ、アメリカの対日政策を明確にした。 

オ アメリカの対日政策のもと、日本においても、労働運動の高まりと共産

党・共産主義の拡大を抑圧する強硬な方針が実施された。 

１９４９年２月１６日、第三次吉田内閣の就任談話において吉田首相は、

経済安定九原則の忠実な実行と反共・治安対策を基本方針にすえることを

宣言した。 

同年４月４日制定の団体等規正令において、「反民主主義的な団体」の

結成及び指導が追加されたが、これは共産党そのものを対象とするもので、

占領政策の規制対象が、軍国主義者から共産主義者へ転換する転機となっ

た。 

カ １９４９年５月３日、マッカーサーは、「人間の英知にそむき個人の尊厳

を冒し、個人の自由を抑圧するもろもろの概念が破壊的な力をもって侵入

することを不断に警戒し、もって公共の利益の擁護に当ることを切に要望

する」と述べ、共産主義に対する警戒を呼びかけた。 
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さらにマッカーサーは、同年７月４日、共産主義は「国家的および国際的

民権はく奪運動として出現」したのであり、「かかる運動に対し法律の効

力、是認および保護を今後与えるべきや否やの問題を提起する」と述べ、日

本国民は共産主義の脅威を十分に理解しており、共産主義の「東進を食止

め、南進を阻止する有力な防壁」であると位置づけた。これは、暗に共産党

の非合法化を示唆したものとされる。 

キ １９４９年７月１９日、ＧＨＱ民間情報教育局（ＣＩＥ）高等教育顧問

のイールズは、新潟大学開学式の祝辞の中で、共産主義者たる教授の大学

からの追放、学生ストライキの排撃、スト学生の追放の演説を行った。 

ク １９４９年７月４日のマッカーサー声明に対し、吉田首相はこれを歓迎 

する旨の談話を発表し、同年同月１６日、国民に対し、人員整理の断行を

表明するとともに、現下の社会不安は「主として共産主義者の扇動による

ものである」とし、「彼らは盛に流言を飛ばし、直接行動だの人民革命な

どとふれまわって民衆をおどかしている。虚偽とテロが彼らの運動方法な

のである」等と共産主義者を非難し、排撃を訴えた。 

そして、同年７月２２日、公務員のレッド・パージ計画が閣議決定され

た。 

⑸ 行政整理の中でのレッド・パージ 

１９４９年２月２５日、「行政機構刷新及び人員整理に関する件」が閣議

決定され、「行政機構刷新要領」が閣議了解されて、行政整理が同年６月１

日から実施されることとなった。また、行政機関職員定員法案が１９４９年

５月４日に閣議決定され、同年同月３１日成立、同年６月１日に施行された。

これは、政府関係職員や地方公共団体職員合計４２万人余の整理を予定した

ものであった。 

そして、この行政整理に含めて、政府関係機関や地方公共団体からの共産

主義者の排除、すなわちレッド・パージが、ＧＨＱと日本政府の極秘の合意



- 5 - 

のもと同年７月２２日の閣議決定を経て、実行された。 

吉田首相は、１９４９年８月９日付けマッカーサー宛書簡において、「赤

どもの破壊的策略にたいし、政府が断固として恐れることなく政策を遂行す

る」決意を披露し、「政治的には、われわれはいまやアジア大陸を席捲しつ

つある共産主義の流れを阻止しなくてはなりません」と提起し、そのための

政治上の方策として「政府職員ならびに教育機関から共産主義の影響力を抹

殺すること」を明記した。そして、「日本の地理的位置ならびに国民の特性

からして、この国は共産主義の防波堤となり極東における安定勢力となりう

ると、結論して差しつかえありません」と進言した。 

このように、行政整理は、レッド・パージをも目的としていた。 

規模が大きかった国鉄職員の行政整理の人員は９万４３１２人、うち共産

党員及び同調者２５９１人とされている。 

国鉄以外の政府関係機関で解雇された者は、１２省庁で５万２３４５人、

これらの機関を含む国家公務員等（各種公団を含む。）の共産党員等の解雇

者は６６８９人とされている。また、共産党員等の解雇者の多い主な機関と

しては、電気通信省２３８８人、公立学校１５８３人、郵政省１４５０人、

配炭公団２５８人とされている。 

⑹ 企業整備の中でのレッド・パージ 

ア 企業整備の性格 

「企業整備」とは、１９４８年１１月発表の賃金三原則及び１９４８年

１２月発表の経済安定九原則に起因する民間企業の大規模な人員整理・企

業合理化のことである。 

企業整備においてもまた、共産党員や同調者の職場からの追放、大量解

雇が行われた。 

１９４９年８月２０日、日本経営者団体連盟（日経連）は、下部団体・会

員会社に対し、企業整備の実行等の統一を図り、資本家経営の団結を要請
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した。その中では、「破壊分子を追いだせ」として「経営内にある共産党員

の排除こそまず第一に行うべきである」と明言し、いままで「非協力者」

として首が切れるかどうかが法規上問題であったが「これの解答が今回の

国鉄の人員整理によってあきらかになった」として、業務に対する協力の

程度を重視し、正常な業務運営を阻害する行為等を基準に排除できる、な

どとしていた。 

   イ 企業整備の概要 

主要企業４３社での整理対象者は５万７７２５人で、そのうち共産党員

は２６１６人、その同調者は５２９人とされている。 

また、１９４９年２月から１２月までの各月ごとの企業整備による整理

人員数は、同年７月から９月までをピークとして、８８１４事業所４３万

５４６６人とされている。 

ウ 公共的報道機関のレッド・パージ 

１９５０年７月２４日、ＧＨＱ民政局公職課長ネピアは、新聞各社と日

本放送協会の社長、会長ら経営者を呼び出して会談し、「社内の明白な党

員およびシンパを全部追い出せ。これは司令部の命令ではないから、経営

者各自の責任において遂行されたい」等と伝達した。これを受けて、同年

同月２８日、新聞・通信・放送各社のレッド・パージが行われた。このと

き解雇通告を受けたのは、朝日・毎日・読売・日経・東京の５新聞社、共

同・時事の２通信社及びＮＨＫの合計８社で３３６人であったが、その後

も同年８月３日、５日と波状的に解雇が続き、日本新聞協会の同年８月末

現在の調査では、４９社７００人にのぼった。 

   エ １９５０年８～９月のレッド・パージ 

１９５０年８月２６日、電気事業経営者会議は、電産労組（日本発送電

株式会社と９つの配電会社の労働者で組織された日本電気産業労働組合）

に対し、合計２１３７人の人員整理の通告を行った。日本発送電株式会社
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（日発）は、同日、電産労組に所属している多数の従業員に対し、「同年

８月３０日に限りに任意退職されたい。そうでないと同月３１日に解雇す

る」旨の合意解約の申込みの誘引及び条件付き解雇の意思表示をした。そ

の直後には、結核予防会、映画界の監督・俳優その他の映画関係者、日本

通運で人員整理が実施された。 

オ 労働課長エーミスの１０大産業労使との会談 

１９５０年９月２５日、ＧＨＱ経済科学局労働課長エーミスは、１０大

産業（石炭、金属・鉱山、造船、鉄鋼、自動車、私鉄、電機、重機械、銀

行、化学）の労使代表を招き、要旨次のように述べた。 

①重要産業より共産主義的破壊分子は排除されるべきである。 

②排除は、経営合理化、企業整備とは別個に行われなければならない。 

③苟も労働組合運動に専心した者又は会社の労働組合御用化に反対した

者等の便乗整理は絶対にあってはならない。 

④この措置は企業経営者及び労働組合の自覚と責任において実施される

べきであり、総司令部政府の命令ではない。 

⑤この措置は１０月中に完了されたい。 

なお、エーミスは、追放すべき者のリストやその計画・内容の提出を求

めた。 

カ 日本経営者団体連盟の「赤色分子排除対策について」 

ＧＨＱからの要請に呼応し、日本経営者団体連盟は、１９５０年１０月

２日、「赤色分子排除対策について」と題する文書を作成し、傘下の経営

者にレッド・パージを指示した。 

   キ 日本政府による民間企業レッド・パージの積極的擁護 

日本政府は、民間企業におけるレッド・パージを合憲・適法として積極

的に擁護する姿勢を、公式に表明した（１９５０年１０月９日労働省通牒

「企業内における共産主義者的破壊分子の排除について」、翌１０日全国
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労働委員会連絡協議会における労働大臣の挨拶等。）。その結果、１９５

０年１０月から１２月にかけて、各産業の４３７社で約７５００人に及ぶ

レッド・パージが行われた。 

 

２ 本件申立人らの解雇等がレッド・パージであるか否かの判断基準 

⑴ 本件申立人らの解雇、退職勧奨に基づく退職、依願退職など（以下「解雇

等」という。）が共産党員又はその同調者（以下「共産党員等」という。）で

あることを理由とするレッド・パージであるか否かを判断するに当たっては、

本件申立人らが共産党員等であったこと、本件申立人らの解雇等が共産党員

等であることを理由とするものであったことの２つの事実を認定する必要が

ある。 

⑵ 本件申立人らが共産党員等であったことは、以下の事情を勘案して総合的

に判断した。 

① 解雇等以前の、共産党員等としての活動状況 

② 解雇等以後の、共産党員等としての活動状況 

③ 解雇等の当時共産党員等であったことを証する物（党員証等）の存在 

⑶ 本件申立人らの解雇等が共産党員等であることを理由とするものであった

ことは、以下の事情を勘案して総合的に判断した。 

① 当該申立人が解雇等を知らされた前後の雇用者側の言動 

② 当該申立人と同時期に同じ雇用者から解雇等された者が共産党員等で

あったこと 

③ 雇用者や同業他社が、当該申立人の解雇等と同時期にレッド・パージ

による解雇等を行った事実 

④ 雇用者が、当該申立人を共産党員等であると認識していたこと 

⑤ 当該申立人や同時期に同じ雇用者から解雇等された者が、レッド・パ

ージによる解雇等の無効を争って地位確認訴訟、解雇無効訴訟等を提起
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したこと 

⑥ 当該申立人や同時期に同じ雇用者から解雇された者が、レッド・パー

ジによる解雇等の不当性を主張して活動していたこと 

⑦ 当該申立人につき解雇事由に該当する事実が見当たらないこと 

⑧ 当該申立人がレッド・パージの被害者団体等が発行する記念誌や機関

誌に自らがレッド・パージによる解雇等をされた旨の投稿をしているこ

と 

⑨ その他、当該申立人がレッド・パージにより解雇等されたことを推認

させる客観的な文書（近親者に宛てた手紙等）や事情の存在 

 

３ 本件申立人らについての個別的検討 

  本件申立人らの解雇等は、各記載の事情から、レッド・パージによるものと

判断される。 

⑴ Ａ（関西配電株式会社 1950.8.30 解雇） 

① １９４９年１０月頃、電産労組吹田細胞（日本共産党の組織）に入党し、

解雇当時共産党員だった 

② 当時の上司（変電所所長）から、「共産党を離党すれば会社に残っても

らうように話をする」と言われた（前記２⑶①） 

③ 同じ変電所に勤務し同時期に解雇された者は２人とも共産党員であり、

直前に離党した者は解雇されていない（２⑶②） 

④ 同社はＡの解雇と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２⑶

③） 

⑤ 同社はＡを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑥ １９５６年に、同社の後身である関西電力に対して解雇無効確認訴訟を

提起した（２⑶⑤） 

⑦ 上司から解雇理由の説明はなく、同社から処分等を受けたことはなかっ
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た（２⑶⑦） 

 ⑵ Ｂ（日本発送電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

① １９４９年１０月頃、電産労組吹田細胞に入党し、解雇当時共産党員だ

った 

② 同じ発電所に勤務し同時期に解雇された者は２人とも共産党員であり、

直前に離党した者は解雇されていない（２⑶②） 

③ 同社はＢの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

④ 同社はＢを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ １９５６年に、同社が解体して移管した関西電力に対し解雇無効確認訴

訟を提起した（２⑶⑤） 

⑥ 同社から処分等を受けたことはなかった（２⑶⑦） 

⑶ Ｃ（関西配電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

① １９４９年８月頃、日本共産党に入党し、解雇当時共産党員だった 

② 同社はＣの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

③ 同社はＣを共産党員と認識していた（２⑶④） 

④ １９５６年に、同社の後身である関西電力に対し解雇無効確認訴訟を提

起した（２⑶⑤） 

⑤ Ｃは解雇に反対し、拒否していた（２⑶⑥） 

⑥ 同社から処分等を受けたことはなく、優良社員として若年ながら技手の

資格を与えられ、職場では将来を期待されていた（２⑶⑦） 

⑷ Ｄ（日本発送電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

（Ｄは、本件申立後、聴き取り調査前に他界したため、同人の陳述書、その他

の資料等により認定）  

① １９４７年８月に同社入社後、電産労組に加入し、宣伝活動やストライ
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キに参加する中で、共産党員であるメンバーと非常に親しくしていた 

② 同社はＤの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

③ 同社から処分や注意を受けたことはなかった（２⑶⑦） 

④ Ｄの氏名は、電産関西不当解雇反対同盟編のレッド・パージ３０周年誌

の馘首者名簿に記載がある（２⑶⑨） 

⑸ Ｅ（関西配電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

① １９４８年頃、日本共産党に入党し、解雇当時共産党員だった 

② 解雇通知がされる以前、労働組合の委員長と慰労会の際、庶務課の係長

から転向を促された（２⑶①） 

③ 同じ職場に勤務し同時期に解雇された者は５人とも共産党員であり、転

向を促されて共産党から離党した２名は解雇対象とならなかった（２⑶②） 

④ 同社はＥの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

⑤ 同社はＥを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑥ １９５６年に、同社の後身である関西電力に対し解雇無効確認訴訟を提

起した（２⑶⑤） 

⑹ Ｆ（日本発送電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

① 同社へ入社する前（終戦後）に日本共産党に入党し、解雇等の当時共産

党員であった 

② 同時期に解雇された同僚は１１名であり、いずれも共産党員であった（２

⑶②） 

③ 同社はＦの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

④ 同社はＦを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 解雇通告書には「当社は今般組合へ申し入れた趣旨により」とあるのみ
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で、解雇の理由は明らかでなく、同社に対して解雇理由を明らかにするよ

う求めたが、解雇理由について何ら示されなかった（２⑶⑦） 

⑺ Ｇ（日本発送電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

（Ｇは、本件申立後、聴き取り調査前に他界したため、同人の陳述書、その

他の資料等により認定） 

① １９４７年９月頃（入社と同時期）、日本共産党に入党し、解雇当時共産

党員だった 

② Ｇを筆頭に解雇対象として掲示された５名は、いずれも共産党員だった

（２⑶②） 

③ 同社では、Ｇの主張する解雇等と同時期に、多くの共産党員が解雇され

たという歴史的事実が認められる（２⑶③） 

④ 同社から、職務態度等について注意や指導を受けたことはなかった（２

⑶⑦） 

⑤ Ｇの氏名は、電産関西不当解雇反対同盟編レッド・パージ３０周年誌の

馘首者名簿、及び同５０周年誌の馘首者名簿に記載があり、Ｇ自身が、同

５０周年誌に、レッド・パージを受けた旨を寄稿している（２⑶⑧） 

⑻ Ｈ（関西配電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

   ① 同社へ入社する前（未成年時）に日本共産党に入党し、解雇等の当時共

産党員であった 

② 同時期に解雇された者は全員共産党員であった（２⑶②） 

③ 同社はＨの解雇等と同時期にレッド・パージによる解雇等を行った（２

⑶③） 

④ 同社内においてＨが共産党員であることは公然となっており、同社はＨ

を共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 解雇通告を受けた際、上司に、なぜ辞めなければならないのか理由を問

いただしたが、全く回答はなく、また、職務態度等について注意や指導を
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受けたことなどなかった（２⑶⑦） 

⑼ Ｉ（関西配電株式会社 1950.8.26 解雇通告） 

（Ｉは、本件申立後、聴き取り調査前に他界したため、同人の陳述書、その

他の資料等により認定） 

   ① １９４８年（同社への入社と同時期）に日本共産党に入党し、解雇等の

当時共産党員であった 

② 解雇通告の際、上司から「残念なことだけど、上からこういう命令が下り

てきたから」と告げられて解雇通知書を差し出され、Ｉが理由を問いただ

して抗議したが、上司は「ご存知のような情勢だから、私の本意には反し

ているけど」と言った（２⑶①） 

③ 同社では、Ｉの主張する解雇等と同時期に、多くの共産党員が解雇され

たという歴史的事実が認められる（２⑶③） 

④ 同社内においてＩが共産党員であることは公然となっており、同社はＩ

を共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 同社から処分や注意を受けたこともなく、庶務課教育係として、衛生管

理者の国家資格に７名中５名を合格させたという指導実績について、同社

から表彰を受けたことがあった（２⑶⑦） 

⑥ Ｉの氏名は、電産関西不当解雇反対同盟編のレッド・パージ３０周年誌

の馘首者名簿に記載があり、Ｉ自身が、同誌においてレッド・パージを受

けた旨を寄稿している（２⑶⑧） 

  ⑽ Ｊ（電気通信省 1949.8 月末頃 退職勧奨） 

（Ｊは、本件申立後、聴き取り調査前に他界したため、同人の陳述書、その

他の資料等により認定） 

   ① １９４７年の秋から全逓信従業員組合の活動に参加するようになり、１

年後には同組合の大阪地区協議会青年部副部長に就任し、組合の専従活動

家として組合活動に専念しており、解雇等の当時は共産党員ではなかった
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ものの、共産党を支持する同調者として、共産党員と共に組合活動に専念

していた 

② 解雇通告の際、４人の私服警官らしき者が在室している中、所長が辞令

を交付しようとしたので、それを拒んで退室したが、退室間際に、次長か

ら「退職金を法務局に供託しておくから」と告げられた。後に調べたとこ

ろ、誰宛のものかは不明だが、１９４９年９月９日付けで電気通信大臣に

よる退職金１万数千円が大阪法務局に供託されていた（２⑶①） 

③ Ｊの主張する解雇等と同時期である１９４９年７月から８月にかけて、

全逓信従業員組合の共産党員が行政整理の名目で解雇されたという歴史的

事実が認められる（２⑶③） 

⑾ Ｋ（郵政省 1949.8.14 解雇通告） 

   ① １９４７年５月７日に日本共産党に入党し、解雇等の当時共産党員であ

った 

   ② 郵便局長から辞令書を渡された際、「定員法により解雇する」と言われ

た（２⑶①） 

③ Ｋの主張する解雇等と同時期である１９４９年７月から８月にかけて、

全逓信従業員組合の共産党員が行政整理の名目で解雇されたという歴史的

事実が認められる（２⑶③） 

④ １９４９年４月４日に団体等規制令が制定された後に、Ｋは共産党員で

あることを届け出ており、勤務先はＫを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 勤務評価を表彰されていた（２⑶⑦） 

⑿ Ｌ（株式会社新田帯革製造所 1950.10.25 退職勧奨） 

   ① １９４７年１月（同社への入社前）に日本共産党に入党し、解雇等の当

時共産党員であった 

② 同時期に解雇された６名は全員共産党員であった（２⑶②） 

③ １９４９年４月４日に団体等規制令が制定された後、共産党員であるこ
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との登録を行い、１９５０年７月の参議院選挙の際、同社の門前において

拡声器を用いて日本共産党候補への投票呼びかけ等の選挙活動を行ってお

り、同社はＬを共産党員であると認識していた（２⑶④） 

⒀ Ｍ（株式会社朝日新聞社 1950.7.28 解雇通告） 

   ① １９４７年７月１５日に日本共産党に入党し、解雇等の当時共産党員で

あった 

   ② 解雇通告時に上司から「マッカーサーの命により、出社に及ばず。すぐ

に出て行ってください。」と言われた（２⑶①） 

③ 同時期に同社を解雇された者のほとんどが共産党員か共産党支持者だっ

た（２⑶②） 

④ 同社が、Ｍの解雇と同時期に、レッド・パージによる解雇を行った史実が

認められる（２⑶③） 

⑤ 同社はＭを共産党員であると認識していた（２⑶④） 

⑥ 勤務成績がよく、懲戒処分はもとより注意すら受けたことがなく、社内

の弁論大会では受賞経験もあった（２⑶⑦） 

⒁ Ｎ（亡・Ｏ）（日新化学工業株式会社 1950.10.30 解雇） 

（Ｏ本人は、本件申立時に既に他界しており、本人の妻であるＮの陳述書、

ヒアリング結果等により認定） 

   ① 亡・Ｏは、１９４５年頃から１９４８年頃までの間に日本共産党に入党

し、解雇等の当時共産党員であった 

   ② 組合活動に熱心だった他の従業員も同時期に同社を解雇された（２⑶②） 

   ③ 同社においてレッド・パージによる解雇を行った史実が認められる（２

⑶③） 

④ 同社は亡・Ｏを共産党員であると認識していた（２⑶④） 

⑤ 亡・Ｏが同社から処分や注意を受けたことなどなかった（２⑶⑦） 

⑥ 亡・Ｏに対する１９５０年１０月２８日付解雇通知書には「願により解
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雇する」と記載されているものの、妻のＮは、亡・Ｏから、「会社で着実

と赤追放の準備が進んでおり、俺は絶対に駄目らしい、解雇はＧＨＱの内

命であってどうにもならないそうだ」と記載がある手紙を受け取っており、

また、亡・Ｏの解雇直前には、会社が組合に対して、亡・Ｏやその他共産

党員であった組合員のレッド・パージを受け入れるよう働きかけを行って

いること、レッド・パージはＧＨＱの内命で、同社労組の副委員長を務め

ている亡・Ｏの解雇は避けられないことを聞かされていた（２⑶⑨） 

⒂ Ｐ（東宝株式会社 1950.4.29 解雇） 

   ① １９４９年に日本共産党に入党し、解雇等の当時共産党員であった 

② 同時期に共産党に入党した従業員２名も同社から解雇を通告された（２

⑶②） 

③ 同社はＰを共産党員と認識していた（２⑶④） 

④ 解雇された後、同様に勤務先を解雇された人々とともに共産党員として

の活動に従事した（２⑶⑥） 

⑤ 解雇されるまで、懲戒処分はもとより、同社から注意を受けたことすら

なかった（２⑶⑦） 

⑥ 映画界における典型的なレッド・パージは１９５０年９月以降とされて

いる（１９５０年９月７日東宝、松竹、大映の代表者がＧＨＱエーミス労

働課長から映画界の労働事情について聴取され、共産党員及び同調者の解

雇を要請された）が、前述のとおり、今日のレッド・パージ研究において

は、１９４９年の行政整理・企業整備における大規模な人員整理の中で、

レッド・パージはすでに開始されていたとみるのが一般であり、Ｐの解雇

時期は１９５０年５月３日マッカーサー声明の直前であった 

⒃ Ｑ（武田薬品工業株式会社 1950.10.15 解雇） 

① １９４７年３月に日本共産党に入党し、解雇当時共産党員であった 

② Ｑは同社から「共産党を辞めれば、このまま会社に残ることができる」と
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言われて党からの脱退を勧奨され、また、解雇の際、同社は、会社掲示板

にＱを含め約４０名の名前とともに「非協力分子」「会社への出入り禁止」

などと書かれた文書を大々的に掲示した（２⑶①） 

③ 同時に解雇された約４０名は全員労働組合の活動家だった（２⑶②） 

④ 同社はＱを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 同社で解雇された約２０名とともに、大阪地方裁判所に地位保全の仮処

分を申し立てた（２⑶⑤） 

⑥ 懲戒処分も注意も受けたことがなかった（２⑶⑦） 

⒄ Ｒ（亡・Ｓ）（近畿日本鉄道株式会社 1950.10.29 解雇） 

（Ｓ本人は、本件申立時に既に他界しており、本人の子であるＲの陳述書、

ヒアリング結果等により認定） 

   ① 亡・Ｓは、１９４８年６月に日本共産党に入党し、解雇等の当時共産党

員であった 

   ② 同社は亡・Ｓを共産党員と認識していた（２⑶④） 

③ 亡・Ｓは、１９５３年に同社に対して解雇無効確認訴訟を提起した（２

⑶⑤） 

④ 亡・Ｓは、解雇通告を受けた際、「あんたマッカーサーという人知って

まんのか。マッカーサーは私の顔も知らんやろうし、私もそんな人知りま

へんで」と言って通告書を破り捨て、その後も通告書を手渡されては「こ

んなものいりまへんわ」と言って突き返すという抗議活動を繰り返してい

た（２⑶⑥） 

⑤ 同社は、前記解雇無効確認訴訟において、マッカーサーの声明及び書簡

は、経営者に対し、企業のうちから共産主義者またはその支持者を排斥す

べきことを要請した指示であって、占領下において日本国民は連合国最高

司令官の発する一切の命令指示に服従し、占領政策に協力する義務を有し

ていたところ、本件解雇は、マッカーサー書簡の命ずるところに従って企
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業防衛の立場から行った旨を認めている（２⑶⑨） 

⒅ Ｔ（日立造船株式会社 1950.10.20 解雇） 

① １９４８年３月１日に日本共産党に入党し、解雇当時共産党員であった 

② 同時に共産党員の従業員２名も解雇を通告された（２⑶②） 

③ 同社が、Ｔの解雇と同時期にレッド・パージによる解雇を行った史実が

認められる（２⑶③） 

④ 同社の労務部がＴを共産党員と認識しており、同社女子寮に入寮したと

ころ、「あなたと同じ部屋になる人から、『Ｔさんは共産党の本を持って

いるから同じ部屋になりたくない』という訴えがあった」と聞かされ、ま

た、よく出入りしていた近隣の方から「会社の労務の人間が『Ｔさんと付

き合うのはやめなさい』と言いに来た」と聞かされた（２⑶④） 

⑤ 解雇の翌日から、同じく解雇された者らとともに、出社闘争やレッド・パ

ージ反対闘争を続けた（２⑶⑥） 

⒆ Ｕ（日立造船株式会社 1950.9 月頃 解雇） 

① １９４９年（同社入社後）、日本共産党に入党し、解雇当時共産党員であ

った 

② 肺結核で入院し、病室で入眠中に、同社人事課の社員が何も言わずに枕

元に解雇通知（「出社に及ばず。」との文言が記載）を置いて帰ったので、

同社に確認に行くと、同社設計部の建物入り口に「左の者は出社すべから

ず」との張り紙のトップにＵの氏名が書かれており、設計部の上司に「な

ぜ自分が首を切られないといけないのか」「ＧＨＱの命令か」と解雇理由

を問いただしたが、黙ったままで回答はなかった（２⑶①） 

③ 同社がＵの解雇と同時期にレッド・パージによる解雇を行った史実が認

められる（２⑶③） 

④ 同社はＵを共産党員と認識していた（２⑶④） 

⑤ 解雇通知を受けた後、同様に解雇された者らとともに署名活動等、解雇
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撤回の闘争を始めた（２⑶⑥） 

⑥ 懲戒処分や注意を受けたことはなかった（２⑶⑦） 

４ 申立人らに対する人権侵害 

⑴ 申立人らの人権  

 申立人らには、特定の思想や主義を信奉し、特定の政党を支持する思想・良

心の自由、結社の自由が保障され、平等原則により、このような特定の思想・

信条を有していることを理由に差別的取扱いを受けないことが保障されてい

る（日本国憲法１９条・２１条１項・１４条１項、世界人権宣言２条１項・７

条・１８条・２０条１項）。 

これら思想・良心の自由、結社の自由及び平等原則は、個人の尊厳に直結す

るものとして保障されているのであり、当然に有するとされる基本的人権であ

る。 

そもそも、占領下におけるＧＨＱは、言論・宗教及び思想の自由並びに基本

的人権の尊重が確立されること等を求めたポツダム宣言や降伏文書等に基づき

日本統治の権限を付与されたものである以上、その範囲を逸脱して行動するこ

となど許されず、前憲法的・自然権である基本的人権を脅かすような指示・命

令は無効である。 

したがって、仮にＧＨＱの指示・命令に従ったものだとしても、企業等が申

立人らの思想・良心の自由や結社の自由を不当に制約し、処遇上差別すること

は許されず、重大な人権侵害行為というべきである。 

⑵ 占領下の人権侵害と日本政府の責任 

連合国による占領下では日本政府及び各企業は、マッカーサー指令に従わざ

るを得ない立場に置かれており、レッド・パージは一般的にＧＨＱの指示や示

唆を契機に実施されたものと解されている。 

しかし、日本政府や企業自身もまた、レッド・パージを積極的に推し進めて

きたことも事実であり、その結果、３万人もの人たちが、犠牲となって、職を
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失い、名誉を毀損された。その広汎な被害の重大性、人権侵害の深刻さに照ら

せば、日本政府や企業の責任は重いといわなければならない。 

しかも、占領下においても、レッド・パージの少なくとも一部は、回避可能

であったといえ、１９４９年の行政整理・企業整備については、ＧＨＱの関与

はあるとしても、日本政府が積極的に選択したという性格が相当に強い。 

また、レッド・パージについて、「マッカーサーの具体的指示があった」の

か否かについては、当時から論争があり、裁判例の判断も分かれている以上、

日本政府や企業として、他に選択の余地がなかったとは言い難いのである。 

そもそも思想・良心の自由は、人間の尊厳に由来する自然権的な権利として

保障され、連合国最高司令官によるものといえども、これを侵害する指示は法

的効力を有しない。 

さらに、１９５２年４月２８日、連合国と日本国との間の平和条約が発効し、

連合国の占領が撤廃されて、日本国に完全な主権が回復した後は、日本政府は、

自主的にレッド・パージによる被害の回復を図り、被解雇者の地位と名誉の回

復措置をとることが十分可能であったし、とるべきであったのだから、現在に

至るまで何らの回復措置を行っていないことの責任は重いと言わざるを得な

い。 

 ⑶ 本件被害の深刻さ 

レッド・パージによる本件解雇等は、申立人らの思想・良心の自由、結社の

自由、法の下の平等を侵害し、申立人らの名誉が著しく害された。その被害は、

解雇等の当時のみならず、その後の生活にも深刻な影響を与えている。 

申立人らは、生活の糧である職を失うことにより収入が途絶え、その後の就

職活動も、偏見が故に困難を極めた。その結果、解雇されなかった場合と比較

して年金額が低くなるなど、経済的格差が生じている。 

また、申立人らの中には、親族等からの拒絶や、居住地域における嫌がらせ

など、精神的苦痛を抱えながら生活を送った者もいる。 
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以上のように、本件解雇等による被害は、当時のみならず現在に至るまで続

いており、重大かつ深刻なものといわざるを得ない。 

 ⑷ 政府による救済の必要性 

レッド・パージによる人権侵害に関する諸外国の救済例をみると、まず、イ

タリアでは、１９７４年及び１９９９年に、戦後の一定期間に共産党員や労働

組合の活動家であることを理由に不当に解雇された民間企業の労働者に対し

て、解雇されなければ受け取れるはずであった年金分を国が補償する法律が制

定された。また、２００１年には、公務員に対して同趣旨の補償をする法律が

制定されている。 

スペインでは、２００７年１２月２６日に「歴史の記憶に関する法律」が成

立し、ドイツでは、２００９年９月７日に「包括的名誉回復法案」 が成立し、

それぞれレッド・パージ被害者の名誉回復を立法により図っている。 

これに対し、日本政府は、現在に至るまで、レッド・パージにより人権侵害

を受けた被害者に対して何らの名誉回復及び補償の措置を講じていない。レッ

ド・パージにより申立人らが受けた被害は、解雇当時のみならず現在に至るま

で続いており、申立人らはその人生の大半を被害回復がなされないまま過ごし

ている。中には、名誉の回復及び補償等の措置を受けず無念の思いのまま亡く

なった方々も少なからず存在している。日本政府は、申立人らの年齢に鑑み、

すみやかに人権侵害の回復措置を講ずべきである。 

⑸ まとめ  

  レッド・パージの被害者の中には、訴訟を提起し、司法による救済を求めた

ケースも存在するが、多くの裁判例では厳しい判断が下され、被害救済におい

て司法が十分な役割を果たしてこなかった中、申立人らは、最後の砦として当

会に対して人権救済を求めている。レッド・パージという歴史的大事件につい

て、政治的観点を排し、あくまで法的観点から人権擁護の視座に立ってこれを

検証し、申立人らの人権救済を図ることは極めて重要な意義がある。 
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レッド・パージは７０年以上も前に起きたことではあるが、現在も職場にお

ける思想差別等が完全に克服されたわけではなく、形を変え、類似の被害は繰

り返されており、職場における思想・良心の自由、法の下の平等の保障は依然

として重要な人権課題である。政府や企業等の強大な権力組織が、人権侵害を

推進し助長するといった行為が、決して繰り返されないようにするためにも、

過去の人権侵害事実に対する責任を認め、救済していくことは極めて重要であ

る。 

とりわけ、占領下という特殊な状況下における人権侵害に対しても救済を行

うことは、いかなる状況下におかれても人権は保障されなければならないとい

う、人権の固有性・普遍性・不可侵性をあらためて確認するという意味におい

ても重要な意義を有するものである。 

 以上の理由から、当会は、本件申立人らについて、内閣総理大臣に対し、申

立人らの被った人権侵害の回復のために、可及的速やかに名誉回復や補償を含

めた適切な措置を講ずるよう勧告するものである。 

以 上 




